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はじめに
　わが国の中小企業の会計に関する歴史は，1949（昭和24）年に「経済安定
本部企業会計制度対策調査会（現企業会計審議会）」から公表された「中小企
業簿記要領」に遡る1。しかし，これ以降は大企業を対象とした会計基準の見直
しに焦点が向けられるにとどまり，中小企業を対象とした会計に対し，大きな
関心が向けられてはこなかった2。
　この要因として，わが国の会計と税法が密接不可分の関係にあることがあげ
られる。税法は，確定決算主義を採用しており，商法上の確定決算を課税所得
計算の基礎とし，税法上の「別段の定め」に基づく調整のほか，課税計算は「一
般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従い，損金経理等の一定の処理
を課税計算上の要件とする規定を体系となっている。中小企業においては，具
体的かつ詳細な計算方法が税法の体系以外に見当たらず，損金経理要件等によ
り会計処理が一定程度規定されており，実務上は税法をあらかじめ想定した会
1　河﨑照行「中小企業の会計」責任編集：安藤英義・古賀智敏・田中健二『体系現代会計学
第5巻　企業会計と法制度』中央経済社，2011年4月，p.125。
　山本 [1986]：山本繁「中小企業会計の研究――記帳・記録制度を中心に」『三田商学研究』
慶応大学，29 巻 5 号，1986 年 12 月， pp.12-13。
2　企業会計原則の4回にわたる改正および連続意見書の公表と，90年代後半の一連の会計制
度改革（会計ビッグバン）など，株式を公開する企業もしくは商法特例法の適用を受ける大
会社を対象とした会計制度改革が中心であった。
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計処理により計算書類の作成がおこなわれているのが実態である3。
　90年代に入り，時価会計やキャッシュ・フロー計算書の導入，連結重視へ
と会計の重心がシフトし，税法との整合性とは無関係に新たな会計基準が公表
された。およそ中小企業の経営実態とかけ離れた会計の整備が矢継ぎ早に行わ
れてきたことは周知のとおりである。中小企業を対象とする会計基準について
は，2001（平成13）年，2002（平成14）年の商法の抜本的改正を契機とした
議論が開始されるまで，特段の動きはなかった。
　こうした流れを経て，2005年にわが国の中小企業が選択し得る国内の会計
基準として「中小企業の会計に関する指針（以下，『指針』）が公表された。そ
の後，2012年には「中小企業の会計に関する基本要領（以下，『要領』）」が公
表され，これまでになく中小企業を対象とする会計基準に関心が向けられるよ
うになり，『指針』を含め，中小企業が拠るべきわが国独自の会計基準として
位置づけられている。
　本論文は，両基準の設立経緯と総論の比較を通して，わが国の中小企業に関
する会計基準の特徴と現状を整理することを目的とする。
２．中小企業の会計をめぐる動き
　図表1は，わが国の中小企業に関する会計基準の取り組みを時系列に並べた
ものである。1953年に中小企業庁による「中小会計経営簿記要領」の公表以
後約半世紀の間，中小企業の会計基準については大きな変更・改正がなかった
ことがわかる。
3　北川慎介「中小企業の会計を巡る現状」武田隆二編著『中小企業の会計―中小企業庁「中
小企業の会計に関する研究会報告書」の解説―』中央経済社，2003年，p.14。
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図表1　中小企業の会計基準に関する主な動き
年（和暦） 月 検討・公表主体 公表基準等
1949（S24） 12 経済安定本部　企業会
計制度対策調査会
『中小企業簿記要領』
1953（S28） 10 中小企業庁 『中小会計経営簿記要領』
2002（H14） 6 中小企業庁 『中小企業の会計に関する研究会報告書』
（「中小企業の会計」）
2002（H14） 12 日本税理士連合会 『中小会社会計基準の設定について』「中小
会社会計基準」）
2003（H15） 6 日本公認会計士協会 会計制度委員会研究報告第 8 号『中小会社
の会計のあり方に関する研究会報告書 4』
2005（H17） 8 日本公認会計士協会
日本税理士会連合会
日本商工会議所
企業会計基準委員会
中小企業の会計に関する指針（『指針』）
民間 4 団体のプライベートセクター方式
2009（H21） 7 IASB 中小企業版 IFRS（IFRS for SMEs）
2010（H22） 8 企業会計基準委員会
日本商工会議所
日本税理士会連合会
日本公認会計士協会
日本経済団体連合会
『非上場会社の会計基準に関する懇談会報
告書』
2010（H22） 9 中小企業庁 『中小企業の会計に関する研究会・中間報
告書』
2012（H24） 2 中小企業の会計に関す
る検討会
中小企業の会計に関する基本要領
（以下，『要領』）
［公開］金融庁，中小企業庁，日本商工会
議所，企業会計基準委員会（金融庁，中小
企業庁が共同事務局となる官民 4 団体によ
る変則プライベートセクター方式）
※和暦年号　S:昭和　H：平成
4
　90年代以降の企業経営を取り巻く環境は，企業活動のボーダレス化，金融・
経済および取引構造の変容にともない，企業の業態が多様化するなど歴史的な
パラダイムの転換期を経て今日に至っている。このような環境変化を背景に，
2001（平成13）年の商法改正において，すべての株式会社に義務付けられて
4    2005年9月　中小指針の公表により廃止。
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いる「計算書類の公告（法第283条）」に従来の新聞・官報による公告に加え，
自社ホームページへの開示が認められた。同時に，同年10月に施行された「金
庫株解禁等改正商法」にあわせて計算書類の様式が改正されるなど，中小企業
の会計は，商法改正の影響を常に受けていた5。こうした事情から，2002（平成
14）年の商法改正において計算規定が省令化された際に，衆参両院の附帯決議
において中小企業に配慮して必要な措置を採るよう要求されたことなどにとも
ない6，中小企業にとって望ましい会計のあり方を検討する機運が高まった。加
えて，同時期に公開会社においては，会計の国際的調和の動きにあわせて，証
券取引法（現金融商品取引法）にもとづく会計基準が相次いで導入される中
で7，実務の現場では新会計基準の中小会社への適用について中小企業の実態な
どを踏まえた検討が求められていた。
2-1　3つの基準併存期
　こうした時流の要請から，中小企業庁は「中小企業の会計に関する研究会」
5　[中小企業庁2002]：中小企業の会計に関する研究会・中小企業庁『中小企業の会計に関す
る研究会報告書』経済産業省，2002年6月
6　衆議院付帯決議（平成14年5月19日）「計算関係規定を省令で規定する際は，証券取引法
に基づく会計規定等の適用がない中小企業に対して過重な負担を課すことのないよう，必要
な措置をとること」
　参議院附帯決議（平成 14 年 5 月 21 日）「計算関係規定を省令で規定するに際しては，企
業会計について公正かつ透明性のある情報開示が十分なされるよう努めるとともに，証券取
引法等の適用がない中小企業に対し過重な負担を課し，経営を阻害することのないよう，必
要な措置を講ずること」
　経済産業省中小企業庁事業環境部財務課「中小企業の会計に関する研究会（第 1 回）2010
年 2 月 15 日開催」配布資料 6「中小企業会計に係る論点について」
(http://www.meti.go.jp/committee/materials2/data/g100215aj.html
7　 この時期は，企業会計審議会から，1997（平成9）年「連結財務諸表原則の改訂」，1998（平
成10）年「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」，同年「研究開発費等に係る会計
基準」「退職給付に係る会計基準」「税効果会計に係る会計基準」，1999（平成11）年「金融
商品に係る会計基準」「外貨建取引等会計基準の改訂」など矢継ぎ早に新会計基準が公表さ
れている。なお，「固定資産の減損」「企業結合会計」などの検討・公表は，この後企業会計
基準委員会（ASBJ）に引き継がれた。ASBJの発足は，2001年7月である。
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を設置し，2002（平成14）年6月にこの成果を『中小企業の会計に関する研究
会報告書8』として公表した。同報告書は，二つの柱で構成されており，「中小
企業とその会計を巡る現状と課題」の検討にもとづき，名称を「中小企業の会
計」とした会計基準が導かれる形になっている。
　同報告書で示された基準は，中小企業の会計は，業種・業態・規模などによ
り複雑であるがゆえ，「そのあり方検討するにあたっては，商法の目的および
規定の枠組みが基本となる」という立場から作成されている9。基本的な図式と
して，「債権者保護の観点」から「純資産額の維持・保全」が必要であるから，
資金流出は「配当可能利益の限度額」内に限る必要があり，また，債権者・株
主等の関係者が意思決定を行うために必要とされる情報，すなわち「会社の財
産および損益の状況を把握」するために不可欠な情報を提供することが求めら
れるとの観点に立っている10。同報告書の基準は，「現行実務や中小企業の対応
可能性をも十分に考慮して，抽出」されたものであり，「実行可能な会計のあ
り方」を提示したものである11。また，同報告書では，会計基準の提示に先立ち，
「会計実務，運用に関する事項には立ち入っていないが，こうした面も含め，
専門家団体等による今後の検討の深化により，中小企業の会計について一層の
充実が図られていくものと考えている12」と締めくくっている。
　これに呼応して，2002（平成14）年12月に，日本税理士会連合会より『中
小会社会計基準の設定について（中小会社会計基準）』，2003（平成15年）6月
に日本公認会計士協会より『中小会社の会計のあり方に関する研究報告』が公
表され，各団体が別個にこの普及・推進に努めたが，事実上この時期わが国
では3つの中小企業に関する会計基準が併存していたのである。しかし，それ
8　 [中小企業庁2002] 
9　武田隆二「中小企業の会計（総論）」著者編著『中小企業の会計―中小企業庁「中小企業の
会計に関する研究会報告書」の解説―』中央経済社，2003年，p.75。
10　武田隆二，同上。
11　武田隆二，pp.75-76。
12　 「Ⅷ .中小企業の会計のあり方について」
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ぞれの基準間の認識が同一ではなく，実務の現場に混乱を招くこととなってい
た。図表2は，日本税理士会連合会と日本公認会計士がそれぞれ公表した基準
を一部抜粋し比較したものである。
図表2　「中小会社会計基準」と「中小会社の会計のあり方に関する研究報告」の比較 13 
中小会社会計基準
（日本税理士会連合会）
中小会社の会計のあり方に関する研究報告
（日本公認会計士協会）
○中小会社の経営実態を明らかにし，適
時・適切な情報開示を行いつつ，資金調
達の多様化や取引先の拡大に対応してい
くための具体的な会計基準を設定するこ
とが必要
○中小会社の会計基準は，できるだけ負
担のかからないものであることが望まし
いから，より強制力を有する法人税法に
おける計算規定も，会計基準として合理
性が認められれば，公正なる会計慣行に
該当するものとして取り扱う必要
（下線部筆者）
○適正な計算書類を作成する上で基礎と
なる会計基準は，会社の規模に関係なく
一つであるべき
○税法基準はあくまで課税所得算定のた
めの計算規定であって，会社の財政状況
及び経営成績を適正に表示するための会
計基準としての規範にはなり得ない
（下線部筆者）
　「中小会社会計基準」（日本税理士連合会）においては，「中小会社の会計基
準はできるだけ負担のかからないものであることが望ましいとの観点から，よ
り強制力を有する法人税法における計算規定も会計基準として合理性が認めら
れれば，公正なる会計慣行に該当するものとして取り扱う必要がある」という
考えに立脚している。
　一方，「中小会社のあり方に関する研究報告」（日本公認会計士協会）では，
「適正な計算書類を作成する上で基礎となる会計基準は，会社の規模に関係な
13　経済産業省中小企業庁事業環境部財務課，同上。
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く一つであるべきである14。税法基準はあくまで課税所得算定のための計算規
定であり，会社の財政状況及び経営成績を適正に表示するための会計基準とし
ての規範にはなり得ない15」という考えを示している。
　ここに，両者の会計基準に対する基本的な考え方の相違がみられる。
2-2　『指針』への統一
　こうした事態の不具合を解消するため，これらの3つの報告書（基準）を統
合するものとして，2005（平成17年）8月に日本税理士会連合会，日本公認会
計士協会，企業会計基準委員会および日本商工会議所の民間4団体により，「中
小企業の会計に関する指針（『指針』」が策定され公表されるに至った。この後，
『指針』は企業会計基準の変更や新基準の公開に合わせて，ほぼ毎年のように
見直され改正されている。
　しかしながら，『指針』の利用は限定的でその普及は決して芳しいものでは
14　 「同一の取引及び経済事業の認識及び測定の基準には，会社の規模の違いは反映されるべ
きものではない」「会社の規模によって異なる認識及び測定の基準によって表示された財政
状態及び経営成績には，単なる会社の規模の違いだけでなく，基礎的概念の違い（例えば，
発生主義対現金主義，時価法対原価法）まで混在しているため，それらを同じレベルの品質
及び性質の情報として，企業の経営実態の把握・分析，企業間比較その他の目的に利用する
ことができない」「二つの異なった会計基準が存在することになれば，計算書類の信頼性が
失われ，経済社会に混乱を生じさせ，計算書類公開制度の趣旨が損なわれる」
[ 経済産業省中小企業庁事業環境部財務課 ]，同上。
15　ただし，中小会社の特性を考慮して，その適用方法の簡便法等を認め，あるいは税法基準
及び商法の観点からも特別の配慮を認めるという考え方を採用し，一定の場合には簡便法や
法人税法で規定する処理が認められるとされている。簡便な方法が認められるのは，「現行
の個別の会計基準には明文規定はないが，法人税法に規定があるもの（例：固定資産の耐用
年数）については，会計処理上も妥当と思われる範囲内においてそれを利用する」「現行の
個別の会計基準の計算方法と異なるが，法人税法に定める計算方法を用いても会計基準の趣
旨に反しないと思われるもの（例：各種引当金の計算方法）については，会計処理上も一種
の簡便法として利用する」ことが挙げられている。
経済産業省中小企業庁事業環境部財務課 ，同上。
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なかった16。この理由は，図表3にまとめられる。
図表3　『指針』の普及阻害要因
企業属性によるもの
○経理人数経理担当者１名以下の企業が約 7 割。→経理担
当者（事業主を除く）0 人：9.0％，１人：59.7％
（出所）平成 20 年「会計処理・財務情報開示に関する中小
企業経営者の意識アンケート調査」（中小企業庁）
○ステークホルダー債権者（金融機関，取引先など）や株
主などステークホルダーが限定的。
○所有者＝経営者所有と経営が一致する企業が多く，投資
家に対する説明責任や情報提供の必要性が乏しい。
○会計知識経営者及び従業員の会計知識が十分ではない。
会計基準に由来するもの
○内容の複雑化会計処理の複雑化や見積りに基づく項目が
多く，適正な計上の判断が難しい。→金銭債権，棚卸資産，
有価証券，退職給付会計，金融商品，税効果会計
○任意性の廃止「企業の規模に関係なく，取引の経済実態
が同じなら会計処理も同じになるべき」とし，中小企業の
コスト・ベネフィットの観点から会計処理の簡便化を一定
の場合に限り認める扱いにより，会計処理の選択の幅が狭
まる。
→引当金，税効果会計，工事契約
○税務会計との乖離が拡大別段の定めによる調整コストが
増加。一部項目（リース，棚卸資産，工事契約）において
は中小企業の実態に鑑み，会計上の例外扱いを認め，税法
でも対応。
→引当金，組織再編の会計（企業結合会計及び事業分離会
計），資産の評価損（減損損失），貸倒引当金，退職給不引当金，
減価償却貹，受取配当，交際費
○商慣行・実務慣行との違い日本の商慣行や実務慣行と異
なる項目により，取引の見直しなど既存の営業や業務に大
きな支障が発生。→リース取引，工事契約，棚卸資産，金
融商品，企業結合
○ B/ ＳやＰ / Ｌへの影響会計基準の変更により，実態は変
化していないにもかかわらず，Ｂ / ＳやＰ / Ｌの財務内容が
変化する。
○コスト負担会計基準を変更する際に，追加的な貹用や事
務手間が発生する。→企業結合会計，資産除去債務
16　平成20年「会計処理・財務情報開示に関する中小企業経営者の意識アンケート調査」（中
小企業庁）によれば，指針に，完全に準拠している企業が14.2％，一部準拠している企業が
31.9％であると報告されており，普及の割合は決して高くないことがうかがえる。
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2-3　「企業会計要領」公表
　こうした状況を踏まえて，2010（平成22）8月には「非上場会社の会計基準
に関する懇談会17」報告書，同年9月には「中小企業の会計に関する研究会18」中
間報告書が公表された。両報告書においては，中小企業の実態に即した新たな
中小企業の会計処理のあり方を示すものを取りまとめるべき等の方向性が示さ
れている。両者の基本的な考え方は共通しており，中小企業の属性を重視して
いる。
　次いで両報告書を受け，金融庁，中小企業庁が共同事務局となり2011（平
成23）年2月に中小企業関係者などが主体となり，「中小企業の会計に関する
検討会」が設置された19。同時に「ワーキング・グループ」が設置され，詳細
な会計のルールが検討されることとなった。
　この検討結果は同年10月に検討会において取りまとめられ，パブリックコ
メントの手続きに付され，翌年の2012（平成24）年1月の検討会を経て，2月
に「中小企業の会計に関する検討会報告書（中間報告）」が公表された。さらに，
ワーキング・グループが引き続きこの普及と活用策について検討を行い，2012
年3月27日をもって『要領』が公表されるにいたった。
17　企業会計基準委員会，日本商工会議所，日本税理士会連合会，日本公認会計士協会，日本
経済団体連合会が設置。
18　中小企業庁が設置。
19　「設置趣旨：会計制度の国際化が進展する中で，2010年2月に中小企業庁において「中小
企業の会計に関する研究会」（以下「研究会」という。），同年3月に企業会計基準委員会等
の民間団体により「非上場会社の会計基準に関する懇談会」（以下「懇談会」という。）が設
置され，それぞれ，非上場企業，特にその大部分を占める中小企業の会計に関する検討が行
われた。同年8月に懇談会，9月に研究会の報告書がとりまとめられ，それぞれ，新たな会
計指針・新たに中小企業の会計処理のあり方を示すものを取りまとめるべき等の方向性が示
された。また，その策定主体について，中小企業関係者等が中心となって取りまとめ，関係
省庁が事務局を務めるべきである等の提言がされた。本検討会は，懇談会及び研究会の報告
書の内容を踏まえ，新たに中小企業の会計処理のあり方を示すもの，その普及方法，中小企
業におけるその活用策等の具体的な内容について検討を行うため，設置するものである。」
　　「中小企業の会計に関する検討会　第 1 回検討会　配布資料 2」
　http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/kaikei/kento/2011/download/110215HS-2.pdf
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３．『指針』と『要領』の比較
　両基準が対象とする企業は，「金融商品取引法規制適用対象外会社」および
「会計監査人非設置会社」としている点では共通しているが，本質的に両者の
基本的な考え方は異なっている。本章では，両基準の「総論」を比較しながら
各々の特徴を概観しよう。
　『指針』ではその目的を「中小企業が計算書類の作成に当たり，拠ることが
望ましい会計処理や注記等を示すもの20」，「中小企業は本指針に拠り計算書を
作成することが望まれる21」とされている。また，「とりわけ会計参与が取締役
と共同して計算書類を作成するに当たって拠ることが適当な会計のあり方を示
すもの22」であり，このような目的に照らし「一定の水準を保ったもの」とし
ている。このことから，『指針』は，公開会社と同等の高度な会計のルールを
理解し計算書等が作成できる体系がある企業を対象としているものととらえら
れよう。
　一方，『要領』では「理解しやすい」「自社の経営状況の把握に役立つ」「計
算書類等の作成負担に過重な負担を課さない」ことを示しているところは『指
針』と同様である。ただし，冒頭の「目的」において「一定の水準を保つとし
ている『指針』と比べて，簡便な会計処理をすることが適当と考えられる中小
企業を対象にその実態に即した会計処理のあり方をまとめるべき23」との意見
を踏まえたとされており，この特徴を明記している。
　両基準の考え方を異にする点として，会計と税法基準の関係について各々
の見解を明示していることが挙げられる。『指針』では，税法基準が適用でき
る場合として，「会計基準が存在しておらず，かつ，税法基準による方が適正
20　『指針』，「3.指針の目的」
21　『指針』，同上。
22　『指針』，同上。
23　『要領』，「1.目的 (2)」
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な経済実態を表すと認められる24」，「会計基準は存在するが，税法基準による
処理結果と重要な差異がない25」場合の2つを限定列挙している。一方，『要領』
では「実務における会計慣行を十分考慮し会計と税制の調和を図った上で，会
社計算規則に準拠した会計26」と記るされており，税法会計との調和を第一義
として会社法会計がこれに従属しているような表現がなされている。
　この点に関連して，『指針』は取引の経済実態が同じであれば，企業の規模
に関係なく，会計処理が同じになるよう会計基準が適用されるべきだとの考
えを示している27。つまり，「シングル・スタンダード28」に立脚しているのであ
る。これに対して『要領』は，「ダブル・スタンダード29」の立場をとり，企業
会計基準や『指針』に対して排他的ではない姿勢を示している30。『指針』は，
ASBJが公表する会計基準の改正に同期しており，ここにいう「会計処理も同
じであるべき」とする対象は企業会計基準である31。
　現在，企業会計基準は東京合意にもとづき IFRSとの間でコンバージェンス
がすすめられているが，IFRSは投資家の意思決定の役立ちを重視する基準で
あることから，中小企業の実態に即したものであるとは言いがたい。この点に
ついて『指針』は，「中小企業のための規範として活用するために，コスト・
ベネフィットの観点から，会計処理の簡便化や法人税法で規定する処理の適用
24　『指針』，「7.法人税法で定める処理を会計処理として適用できる場合」
「会計基準がなく，かつ，法人税法で定める処理に拠った結果が，経済実態をおおむね適正
に表していると認められる場合」
25　『指針』，同上。
「会計基準は存在するものの，法人税法で定める処理に拠った場合と重要な差異がないと見
込まれる場合」
26　『要領』，同上。
27　『指針』，「6.会計基準とその限定的な適用」
28　万代勝信「「中小会計要領」と「中小会計指針」の棲み分けの必要性」『企業会計』Vol.64 
No.10，中央経済社，2012年10月，pp.34-35。
29　万代勝信，同上。
30　『要領』，「 3.記号会計基準，中小指針の利用」
31　万代勝信，p.33。
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が，一定の場合には認められる」と述べている。しかし，『指針』は企業会計
基準を簡略化した位置づけにあるため32，IFRSの影響を間接的に受ける立場に
ある。よって『指針』は，中小企業の経営を写す会計基準としてその実態から
乖離する可能性が否定できない。
　上述のように2002（平成14）年の商法改正の際に，国際会計基準が要求す
るような会計処理が中小企業にも強制されるのではないかという懸念に対し
て，中小企業に過重な負担を課すことを避けるよう衆参両院の附帯決議がなさ
れた経緯がある33。この懸念の発端は，会計ビッグバン以降にわが国の会計基
準設定主体から公表された「企業会計の基準により『企業会計原則』の「公正
ナル会計慣行」の該当性が減殺されていたことに起因する34」ものである。企
業会計基準の簡略版としての位置づけにある『指針』に，この懸念は払拭でき
ない。一方，『要領』は IFRSの影響を受けないものとして明確に一線を画す
姿勢を示している35。この理由を，「安定的に継続利用可能なものにする36」と説
明しており，独自の方針を貫いているところは，『要領』の特徴のひとつとい
えよう。
　さらに，『指針』では示されていないが，『要領』では「9.本要領の利用上の
留意事項」において「留意する必要がある」として「企業会計原則の一般原則
および注解」の原則を明記している37。「真実性の原則」，「資本取引と損益取引
の区分の原則」，「明瞭性の原則」，「保守主義の原則」，「単一性の原則」は，『要
32　万代勝信，同上。
33　弥永真生「「中小会計要領」の会社法における位置づけ」『企業会計』Vol.64 No.10，中央
経済社，2012年10月，p.41。
34　弥永真生，同上。
35　『要領』，「6.国際会計基準との関係」
「本要領は，安定的には継続利用可能とする観点から，国際会計基準の影響を受けないもの
とする。」
36　『要領』，同上。
37　『要領』，「本要領の利用上の留意事項」
「本要領の利用にあたっては，上記 1. ～ 8. とともに以下の考え方にも留意する必要がある。」
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領』では4項で示され38，企業会計原則の注解にて示されている「重要性の原則」
も4項の列挙に組み入れられている。また，企業会計原則の一般原則である「継
続性の原則」については『要領』の4項で取り扱われ39，同じく「正規簿記の原
則」は８項で記帳の重要性の観点から示されている40。
　特に，企業会計原則に対し『要領』では，「真実性の原則」と「正規簿記の
原則」の優先劣後が逆転しているところに着目したい41。この理由は，『要領』
の特徴のひとつである「記帳の重視」にある42。ここでは，記帳要件に「適時性」
「整然性」「明瞭性」「正確性」および「網羅性」を求め，「経営者が自社の経
営状況を適切に把握するために記帳が重要である43」と説明しており，記帳の
重要性を上位概念に位置づけている。
　以上，『指針』と『要領』の公表に至る経緯と総論の比較から，現行のわが
国の中小企業会計の体系は図表4のように図示できよう。
　『指針』は「シングル・スタンダード」の立場から，企業会計基準を簡素化
する形をとっている。一方の『要領』は，中小企業の実務における会計慣行を
考慮する立場から，「税務基準，会社計算規則などの他，企業会計基準や『指針』
をも容認し中小企業に固有の会計基準を積み上げる方式をとっている。前者を
「トップダウン・アプローチ」，後者を「ボトムアップ・アプローチ」として
38　 『要領』，「4. .複数ある会計処理方法の取扱い (2)」
　　「会計処理の方法は，毎期継続して同じ方法を適用する必要があり，これを変更するに当
たっては，合理的な理由を必要とし，変更した旨，その理由及び影響の内容を注記する。」
39　『要領』，「4. .複数ある会計処理方法の取扱い (2)」
　　「会計処理の方法は，毎期継続して同じ方法を適用する必要があり，これを変更するに当
たっては，合理的な理由を必要とし，変更した旨，その理由及び影響の内容を注記する。」
40　『要領』，「7.記帳の重要性」
　　「記帳は，すべての取引につき，正規簿記の原則に従って行い，適時に整然かつ明瞭に，
正確かつ網羅的に会計帳簿を作成しなければならない。」
41　河﨑照行a「「中小会計要領」の全体像と課題」『企業会計』Vol.64 No.10，中央経済社，
2012年10月，注7。
42　河﨑照行a，p.27。
　「記帳は会計行為の出発点であり，正確な会計帳簿は計算書類の適正性を確保する前提である。
43　  『要領』 「7.記帳の重要性」
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説明される44。
　中小企業会計の議論は，大企業と中小企業の属性が異なるとの認識が出発点
であり，『指針』は大企業向けの会計基準を簡素化したトップダウン・アプロー
チによるもので，中小企業にとってはハイレベルな基準になっており，『要領』
は中小企業の属性に即したボトムアップ・アプローチにもとづき，IFRSの影
響を遮断した中小企業の身の丈にあった会計ルールとしての位置づけにある45。
図表4　中小企業の会計基準の相関イメージ
44　河﨑照行b「日本における中小企業会計の現状と課題」『甲南会計研究』第6巻，2012年3月，
pp.7-8。
45　河﨑照行b，p.8。
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むすび
　中小企業の様態は，大企業の子会社・関連会社から，個人経営会社にいたる
まで多種多様であり，会計が担う役割は企業体により異なる。たとえば，投資
家やベンチャー・キャピタルからの出資を受け IPOを目指す新興企業では将
来キャッシュ・フローの見積もりに資する情報提供を求めれるであろうし，家
族経営の企業にあっては現金主義会計で事足りる場合もあろう。このように，
経営体の規模や目的，業態が千差万別の中小企業にあって，すべてに適応でき
る唯一無二の統一した会計基準の設定は不可能であることは想像に難くない。
　本論文において『指針』と『要領』を概観したが，両基準はお互いに対峙し
ているわけではないことが理解できる。むしろ，両者の棲み分けは比較的わか
りやすい。中小企業が両者の選択・採用にあたっては，会計参与設置会社もし
くは規模が大きく将来上場を予定している，企業や，活動が国際的な企業など
は『指針』の利用が望ましいであろう。一方，経理担当者が少数で会計知識も
不十分，海外で資金調達を行う必要がないもしくは，外国人投資家の対象とな
ることが希な企業は『要領』を選択することが適切であろう。
　本論文では深く立ち入らなかったが，『要領』では各論において取得原価主
義，収益と費用の対応といったこれまでの伝統的な会計の原理原則を踏襲し
ている点も特筆すべきところである46。わが国の99％以上を占める中小企業に
とっては，税法会計との親和性によるコストとベネフィットの観点などから，
より実態に即しているものといえよう。
　加えて，『要領』は2012年6月の「中小企業経営力強化支援法」の可決・成
立によりわが国の中小企業支援策の中心に位置づけられている47。これは，ま
さにエポック・メイキングな出来事である。さらに，日本政策金融公庫の優遇
46　『指針』においても単に企業会計基準を簡素化するだけでなくこの余地も容認している。
47　坂本孝司「中小企業政策および金融政策における「中小会計要領」の意義」『企業会計』
Vol.64 No.10，中央経済社，p.46。
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金利や，信用保証に係る保証料率の割引などの施策も追い風になっている。今
後は，リレーションシップ・バンキングの拡充など，さらなる官民一体となっ
た当該基準の普及推進活動が課題になると思われる。
　しかしながら，次のような問題点も指摘されている。たとえば，『要領』で
は税法基準を容認するため，「逆基準性48」がはたらき税務所得計算が確定決算
主義を規律するとの問題である。また，減価償却についても規則償却以外の解
釈があり得るようなあいまいな記述があることが指摘されている。こうした点
は，税務申告所得から逆算して会計利益が導かれる可能性があるため，会計基
準の機能を阻害する危惧が生じるとの見解もある49。
　同じく本論文では言及しなかったが，海外の動向も注視する必要があろう。
わが国に限らず海外諸国でも中小企業の会計への取り組みは行われている。
2009年7月には IASBより『IFRS for SMEs50』が公表されており，英国では中
規模会社などを適用対象として当初の全面導入からこれを「FRS（英国財務報
告基準）51」に取り組む方式をとっている。他方小規模会社には『FRSSE（小規
模会社向け財務報告基準）52』が適用されている。また米国では，『OCBOA（そ
48　「逆基準性」についての詳細は，
　品川芳宣「税法と中小会社会計指針」武田隆二編著『中小会社の会計指針』中央経済社，
2006 年 9 月，p58。
　浦野晴夫「確定決算主義と近年の国際会計基準の動向」『会計原則と確定決算基準主義』
森山書店，1996 年 2 月，pp.65-68 に詳しい。
49　佐藤信彦「中小企業会計基本要領と中小指針との異同点とその関係」『税研』No.163，日
本税務研究センター，2012年5月，p.36。
50　IASB, IFRS for SMEs, International Accounting Standards Board, July 2009.
　IASB, Basis for Conclusions on IFRS for SMEs, International Accounting Standards 
Board, July 2009.
　日本語版については次の Web サイトを参照（2013 年 8 月 15 日現在）。
　(http://www.ifrs.org/IFRS-for-SMEs/Pages/IFRS-for-SMEs-and-related-material.
aspx#sme_jp
51　ASB, Financial Reporting Standards.
52　ASB, Financial Reporting Standard for Smaller Entities.
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の他の包括的会計基準）53』が事実上の会計基準となっているが，2013年6月に
AICPAから『FRF for SMEs（中小企業の財務報告フレームワーク）54』が公表
され，新たな動きがでている55。これら本論文で立ち入ることができなかった
点については，稿を改めて検討したい。
　最後に，『要領』の設定作業における検討会およびワーキング・グループに
は，民間からは日本商工会議所，全国商工会連合会，全国中小企業団体中央
会，全国商店街振興組合連合会，中小企業家同友会全国協議会などが参加して
いる。また，全国銀行協会，全国信用金庫協会，全国信用組合中央協会などの
金融業界団体をはじめメガバンク，政策金融機関，信用組合，信用金庫などが
参加している。このほか，会計事務所や日本公認会計士協会，日本税理士会連
合会といった職業会計人団体および，会計学や法学の研究者，会計基準設定主
体である企業会計基準委員会を連ねている。このほか，法務省がオブザーバー
として参加しており，行政機関の垣根を越え，まさに産学官が一体となった合
従連衡の取り組みである。おそらくは，わが国の会計史上かつてない協働の成
果が『要領』に集約しているといえよう。
　いずれにせよ，『指針』と『要領』が公表されたことはわが国の会計基準の
インフラ整備にとって大きな前進である。国際的な会計を巡る動向が，ひとつ
の会計基準に統一される動きが加速し，各国内の商習慣や文化に適合した独自
の会計ルールが失われつつある中で，わが国独自の路線を示したことは評価に
値すると考える。
53　FASB, Other Comprehensive Basis of Accounting.
54　AICPA, Financial Reporting Framework for Small and Medium-Sized Entities, June 
2013.
55　浦崎直浩「特別目的の財務報告フレームワークと中小企業会計」『曾計』第184巻第3号，
森山書店，pp.316-330。
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